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１．全85項目で約54億円の改革効果

ダイヤルイン 0742 34 5609

※改革効果は 全ての改革が完了した場合の金額

総点検の目的 「事業仕分け」からの転換

奈良市では、平成23年度に新日本監査法人による「事業・業務の総点検」を実施しました。

※改革効果は、全ての改革が完了した場合の金額

 徹底した無駄の削減

総点検の目的 「事業仕分け」からの転換

 事業仕分けの実施

（平成21年度 22年度） 経営資源の最適配分

 職員の意識改革

（平成21年度、22年度）

 人件費等の間接費まで議論が
及ばない等の問題点

総点検の視点

 経営資源（ヒト・モノ・カネ・情報）
がどのように活用されているの
かを、３Ｅ（経済性・効率性・有効
性）の視点から点検
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２ 「総点検」の特徴２．「総点検」の特徴
①全課・全支出を対象に

 聖域を設けず全課に対して点検を実施 聖域を設けず全課に対して点検を実施
 事業に直接賦課されない人件費（＝見えないコスト）、 間
接業務（人事・会計・総務事務等）、手当・定員も点検

②トップダウンとボトムアップ両面のアプローチ
 総点検に先立ち、まず市全体の資源配分状況を可視化総点検に先立ち、まず市全体の資源配分状況を可視化

 「職員向け意見募集」と「各課ヒアリング」により、現場の
生の問題意識・改善提案を広く収集

③予算プロセス全体を点検
 予算の執行だけではなく、それに先立つ予算編成や、監査の
あり方についても点検を実施

 一過性の行革ではなく、継続的・持続可能な「仕組みづく
り」のための課題を抽出り」のための課題を抽出
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３ 総点検の実施３．総点検の実施

 課別の「人員配置」「担当する業務」「支出の一覧」「施策
評価」などのデータ分析の結果を踏まえての取り組み

 各課ヒアリング

 主に各課の係長級職員に対して実施（110課・256名）

 担当業務、人員の配置状況、業務量の多寡や残業の要因、
各課が抱える課題等について調査

 職員向け意見募集

 全職員対象に市長が発信する形で実施

 計38名の職員から94件の意見
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４ 横串の課題～全６項目～４．横串の課題～全６項目～

 全庁に共通する課題として以下の項目が指摘された。
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５ 個別の課題～全49項目～５．個別の課題～全49項目～
 個別の課題として以下の項目が指摘された。
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６ 今年度の取り組み６．今年度の取り組み

 監査法人から示された改善策を順次実行に移す

 ＷＧ（ワーキンググループ）を組織

 外部専門家の助言や他市事例を取り入れながら課題の解決

 ワーキンググループの例（検討中）

 民間委託推進ＷＧ

 物品管理・調達ＷＧ

 時間外勤務縮減ＷＧ など
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